
 

 

事業事前評価表（開発計画調査型技術協力） 

作成日：平成 26 年 3 月 

担当部署：地球環境部防災第一課 

１．案件名  

 国名  ：フィジー共和国 

 案件名 ：ナンディ川洪水対策策定プロジェクト 

      The Project for the Planning of the Nadi River Flood Control Structures 

 

２．協力概要 

（１）事業の目的 

フィジー国のナンディ川流域において、洪水対策マスタープランの作成とフィージビリテ

ィ調査を実施することにより、ナンディ川流域の洪水被害の軽減に寄与する。 

 

（２）調査期間 

2014 年 7 月～2016 年 6 月を予定（計 24 ヶ月） 

 

（３）総調査費用 約 3.8 億円 

 

（４）協力相手先機関 

農業省 土地水資源管理局 

Land and Water Resources Management Division (LWRM), Ministry of Agriculture (MOA)

 

（５）計画の対象（対象分野、対象規模等） 

対象地域：ナンディ川流域（流域面積：約 516 ㎞ 2） 

対象人口：約 45,000 人（ナンディ町） 

対象分野：防災 

 

３．協力の必要性・位置付け 

（１）現状及び問題点 

フィジー国は大洋州島嶼国の中で最大の経済規模を擁する国（ただし、パプアニューギニ

アを除く）であり、ナンディ町（人口：約 4 万 5,000 人）は、同国のビチレブ島の西側に位

置する同国第３の都市である。ナンディ町は、サトウキビを中心とした伝統的な１次産業の

ほか、同国の空の玄関口となるナンディ国際空港、年間 60 万人を超える観光客が訪れるデナ

ラウ地区を中心とした観光業により、同国の商業及び観光の中心となっている。 

ナンディ川流域は、雨季（11 月から 4 月）の間の度重なるサイクロンの襲来や豪雨による

洪水被害に悩まされており、当該地域における社会・経済開発に大きな影響を与えている。

このような状況の下、JICA は 1996 年～1998 年に開発調査「河川流域管理および洪水制御計

画調査」を実施し、ビチレブ島の 58％にあたる流域面積を有する 4 大河川（レワ・シンガト

カ・バ・ナンディ）で治水及び利水に係るマスタープランを作成し、ナンディ川流域の洪水

対策のフィージビリティ調査を実施した。しかしながら、ナンディ川流域では具体的な治水

対策が実施されないまま月日は経過し、2009 年 1 月、2012 年 1 月、2012 年 3 月に発生した大

規模な洪水では、ナンディ町を中心に周辺地域に甚大な被害が生じた。2012 年 1 月及び 3 月

の洪水では、空港の滑走路をはじめナンディ町の大部分が浸水し、経済被害は 8,900 万米ド

ル（EM-DAT）にのぼった。 

JICA の開発調査では、ナンディ川の洪水対策の計画規模として、当面計画で 20 年超過確率

洪水規模、長期計画で 50 年超過確率洪水規模を設定し、優先事業としてナンディ国際空港西

側の放水路の建設が提案されていた。この 16 年の間に、対象地域の経済発展に伴い、流域の

土地利用、資産の状況は大きく変化している。さらに、JICA の開発調査以降、計画の前提と



 

 

なる外力の変化（具体的には、計画の対象となる降雨量とその時空間分布の変化）により、

規模の大きな洪水による被害が頻発しているため、計画の対象となる洪水の規模を再設定の

上、開発調査で提案された放水路の他、河道改修、ダム（新設、再開発）、遊水地、輪中堤な

どの構造物対策の組合せと優先順位を再検討する必要がある。 

上記のとおり、ナンディ川流域においては、洪水対策の計画の作成と事業の実施が急務と

なっている。 

 

（２）相手国政府国家政策上の位置づけ 

フィジー国が 2009 年に策定した開発計画「Roadmap for Democracy and Sustainable 

Socio-Economic Development (2010-2014)」では、災害リスクの軽減が持続的な開発と強靭

なコミュニティづくりに極めて重要としており、危険性・脆弱性・リスクの分析及び評価の

強化、効果的な防災計画、応急対応、復旧・復興の強化、効果的なリスク軽減プロジェクト

を特定し実施することなどを戦略として掲げている。本プロジェクトでは、洪水対策マスタ

ープランの作成とフィージビリティ調査により、洪水対策事業の具体的なメニューを提案す

る予定であることからも、フィジー国の国家政策とも合致するものである。 

 

（３）他国機関の関連事業との整合性 

ナンディ川流域では、南太平洋応用地球科学委員会（SPC/SOPAC）の支援により、「ナンデ

ィ川流域統合水資源管理（IWRM）プロジェクト（2009-2013）」が実施された。このプロジェ

クトは、ナンディ川流域の水文観測施設の整備、早期警報システムの整備、2009 年 1 月洪水

及び 2012 年 3 月洪水の浸水実績図、航空レーザ測量による地形測量などが実施された。 

また、SPC/SOPAC による、「ナンディ川洪水リスク評価プロジェクト（2013-2014）」では、

航空レーザ測量のデータ等を活用した洪水リスク評価とハザードマップの作成等が行われて

いる。 

これらの成果は、本プロジェクトで実施する洪水対策マスタープランの作成に活用できる

ものであり、フィジー国外務省を通じて、JICA にデータ等の提供がなされている。 

 

（４）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ 

我が国は、対フィジー国事業展開計画（2013 年 4 月）において、同国の自然災害への対応

能力と気候変動への適応能力の強化の支援を行う方針としている。また、2012 年 5 月に開催

された第 6回太平洋・島サミットにおいて採択された沖縄キズナ宣言では、協力の 5本柱の 1

つとして「自然災害への対応」が掲げられている。さらに、JICA の国別分析ペーパーにおい

ても、「防災」を重点分野としており、本プロジェクトは、これらの方針、計画に合致するも

のである。 

国連国際防災戦略(UNISDR)が国連防災世界会議で設定した「兵庫行動枠組(2005-2015)」に

おける優先行動 4「潜在的なリスク要素を軽減する」に資する。 

 

４．協力の枠組み 

（１）調査項目 

 

第１期：基礎調査 

1-1 既存資料のレビュー 

1-2 基礎情報の収集整理 

1-3 既存の洪水対策の評価 

1-4 河川縦横断測量、海岸地形測量（深浅測量、汀線測量） 

1-5 河床材料・土砂量調査 

1-6 海浜地形変化調査、海岸流調査、漂砂観測、底質調査 

1-7 洪水被害調査、越波被害調査、侵食被害調査 

1-8 降雨解析、確率規模の検討 



 

 

1-9 流出解析、氾濫解析の初期検討 

1-10 海浜地形解析の初期検討 

1-11 計画規模の設定 

1-12 河川・海岸構造物等の調査 

1-13 設計基準の提案 

1-14 土砂輸送形態（流出土砂量、沿岸漂砂量）の推定 

1-15 災害リスクの軽減、災害リスク管理、気候変動への適応、統合的水資源管理を考

慮した評価軸の提案 

1-16 治水計画の初期検討 

1-17 環境社会配慮に関する調査 

1-18 事業実施／運営維持管理体制の調査と提案 

1-19 治水計画の初期検討の評価 

1-20 パブリック・コンサルテーションの開催支援 

 

第２期：マスタープラン調査 

2-1 追加の情報収集・整理 

2-2 環境社会配慮を含めた代替案の比較検討 

2-3 主要な環境社会影響項目の予測・評価、及び緩和策、モニタリング計画の策定 

2-4 河川・海岸構造物等の追加調査 

2-5 流出解析・氾濫解析 

2-6 河床変動解析 

2-7 海浜地形解析 

2-8 地質調査 

2-9 構造物対策の基本設計案の作成 

2-10 非構造物対策の現状の評価 

2-11 非構造物対策の検討及び提案 

2-12 マスタープランの作成 

2-13 優先事業の選定 

2-14 優先事業に係る環境社会配慮調査 

2-15 簡易住民移転計画の作成支援 

2-16 パブリック・コンサルテーションの開催支援 

2-17 事業スコープの提案 

 

第３期：フィージビリティ調査 

3-1 フィージビリティ調査の実施 

3-2 災害リスク軽減と災害リスクマネジメントに関する改善提案 

 

全期間：技術移転 

4-1 オン・ザ・ジョブトレーニング（OJT） 

4-2 セミナーとワークショップの開催 

4-3 本邦研修 

 

（２）アウトプット（成果） 

・ナンディ川流域の洪水対策マスタープラン 

・優先事業のフィージビリティ調査 

 

（３）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施 

（ａ）コンサルタント（分野／人数） 

・総括（洪水対策） 



 

 

・水資源管理 

・海岸／総合土砂管理 

・水理・流出解析 

・河川構造物／施工計画 

・組織・財務分析 

・非構造物対策 

・環境社会配慮 

・経済分析 

 

（ｂ）その他 研修員受入れ 

・本邦研修 （河川管理） 

 

５．協力終了後に達成が期待される目標 

（１）提案計画の活用目標 

マスタープラン及びフィージビリティ調査の結果がフィジー国政府に承認される。 

 

（２）活用による達成目標 

ナンディ川流域の洪水被害が軽減される。 

 

６．外部要因 

（１）協力相手国内の事情 

フィジー国では 2014 年 9 月に総選挙が予定されており、治安の悪化等によりプロジェクト

の進捗が遅延することが想定されるため、工程管理に留意する必要がある。 

 

（２）関連プロジェクトの遅れ 

本プロジェクトの進捗に影響を与える関連プロジェクトは無い。 

 

７．貧困・ジェンダー・環境等への配慮（注） 

（１）環境社会配慮 

① カテゴリ分類：B 

② カテゴリ分類の根拠：本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年

4 月公布）に掲げる河川・砂防セクターのうち大規模なものに該当せず、環境への望ま

しくない影響は重大でないと判断され、かつ、同ガイドラインに掲げる影響を及ぼし

やすい特性及び影響を受けやすい地域に該当しないため。 

③ 環境許認可：本調査にて確認。 

④ 汚染対策：本調査にて確認。 

⑤ 自然環境面：本調査にて確認。 

⑥ 社会環境面：本調査にて確認。 

⑦ その他・モニタリング：本調査にて確認。なお、なお、本プロジェクトは気候変動適

応策に資するものである。 

 

（２）貧困・ジェンダー 

本プロジェクトは、人材育成や洪水被害の軽減を目的としており、貧困・ジェンダー面で

負の影響を与えることはない。 

 

８．過去の類似案件からの教訓の活用（注） 

フィジー国「河川流域管理および洪水制御計画調査」（1996 年 7 月～1998 年 10 月／開発調

査）（以下、「開発調査」という。）は、フィジー国の 4大河川（レワ・シンガトカ・バ・ナン

ディ）で治水及び利水に係るマスタープランを作成し、ナンディ川流域の洪水対策のフィー



 

 

ジビリティ調査を実施した。開発調査では、抜本的な洪水対策として放水路案が提案された

ため、地元では「JICA 放水路」との名称で計画が広く認知されているものの、開発調査後に

数度に亘りクーデターが発生していることなどから、具体的な洪水対策が講じられないまま

16 年が経過している。このため、優先事業の提案にあたっては、技術的な検討に加え、先方

政府の意思決定に資する概略の事業内容や事業費等の情報をできるだけ早い段階で共有する

など、事業の実現に向けた支援を行う。 

 

９．今後の評価計画 

（１）事後評価に用いる指標 

（ａ）活用の進捗度 

マスタープラン及びフィージビリティ調査結果のフィジー国政府内の承認状況 

 

（ｂ）活用による達成目標の指標 

設定された計画規模時の想定洪水氾濫面積と事業実施後の洪水氾濫面積の差 

 

（２）上記（ａ）および（ｂ）を評価する方法および時期 

・調査終了３年後 事後評価 

・必要に応じてフォローアップ 

 

（注）調査にあたっての配慮事項 


